富山県第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画（素案）に係る主な数値目標等の概要資料２

１　成果目標
	項　目
	項目の説明
	第４期
計画値
	Ｈ29
実績見込
	国
基本指針
	国基本指針
での試算値
	目標値
Ｈ32
	目標設定の考え方

	①地域移行
	ア．地域移行者数
	施設入所者のうち、グループホーム、一般住宅等に移行する者の数
	169人
(12.1％)
	36人
(2.5％)
	〔４期〕H25末入所者数（1,395人）の
12％以上
〔５期〕H28末入所者数（1,362人）の
９％以上
	123人
(9.1％)
	59人
(4.3％)
	市町村目標の積み上げ
（現利用者の実態、過去の実績等から算出）

	
	イ．入所者削減数
	施設入所者の削減数
	79人
(5.7％)
	35人
(2.5％)
	〔４期〕H25末入所者数の４％以上
〔５期〕H28末入所者数の２％以上
	28人
(2.1％)
	38人
(2.7％)
	市町村目標の積み上げ
（地域移行者数、新規入所者数、自然減等の見込みから算出）

	②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
	
ア．保健、医療、福祉関係者による協議の場
	
	
	未設置
	各圏域ごとに設置
	4圏域
	4圏域
	国基本指針のとおり

	
	
	
	
	未設置
	都道府県ごとに設置することが望ましい
	1
	1
	

	
	
	
	
	未設置
	全ての市町村ごとに設置（複数市町村による共同設置も含む）
	15市町村
	15市町村
	

	
	イ．精神病床における一年以上長期入院患者数
	１年以上長期入院患者数（65歳以上）
	1,811人
	1,059人
（Ｈ26実績）
	基本指針に示される式により算定された患者数
	902人
	902人
	

	
	
	１年以上長期入院患者数（65歳未満）
	
	906人
（Ｈ26実績）
	基本指針に示される式により算定された患者数
	663人
	663人
	

	
	ウ．精神病床における早期退院率
	入院後３ヶ月時点の退院率
	64％
	62％
（Ｈ26実績）
	〔４期〕64%以上
〔５期〕69％以上
	69％以上
	69％以上
	

	
	
	入院後６ヶ月時点の退院率
	
	76％
（Ｈ26実績）
	84％以上
	84％以上
	84％以上
	

	
	
	入院後１年時点の退院率
	91％
	83％
（Ｈ26実績）
	〔４期〕91%以上
〔５期〕90％以上
	90％以上
	90％以上
	

	③地域生活支援拠点等
	居住支援機能（グループホーム、障害者支援施設）に地域支援機能（ショートステイ、コーディネーターの配置等）を集約・付加した拠点、もしくはこれらの機能を地域の複数機関が分担して担う面的な体制の整備数
	各圏域に
1箇所以上
	0箇所
	各市町村または各圏域に
少なくとも１つ以上
	4箇所以上
	4箇所以上
（4圏域）
	国基本指針のとおり

	④福祉施設からの一般就労等
	ア．一般就労移行者数（年間）
	福祉施設の利用者のうち、一般就労に移行する者の数
	199人
（2倍）
	104人
	〔４期〕H24の２倍以上
〔５期〕H28の1.5倍以上
	188人
（1.50倍）
	194人
（1.55倍）
	市町村目標の積み上げ
（過去の実績に基づき算出）

	
	イ．就労移行支援事業の利用者数
	就労移行支援事業の利用者数
	324人
（6割増）
	191人
	〔４期〕H25末利用者数の6割以上増
〔５期〕H28末利用者数の2割以上増
	232人
（2.0割増）
	240人
（2.4割増）
	市町村目標の積み上げ
（過去の実績、利用意向調査に基づき算出）

	
	ウ．事業所ごとの就労移行率
	就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合
	50％
	43%
	５割以上
	50％
	50％
	国基本指針のとおり

	
	エ．職場定着率
	就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率
	
	
	８割以上
	80％
	80％
	




	項　目
	項目の説明
	第４期
計画値
	Ｈ29
実績見込
	国
基本指針
	指針での
試算値
	目標値
Ｈ32
	目標設設定の考え方

	
⑤障害児支援体制
	ア．児童発達支援センター
	重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置
	
	5箇所
（1市、4圏域）
	各市町村１箇所以上
（圏域での設置も可）
	4～15箇所以上
	6箇所以上
（1市、4圏域）
	市町村目標の積み上げ
富山市２、中新川・滑川圏域１、
高岡圏域１、新川圏域１、砺波圏域１

	
	イ．保育所等訪問を利用できる体制
	児童発達支援センターの保育所等訪問支援の実施等による保育所等訪問支援を利用できる体制の構築
	
	8市町村
	各市町村で体制を構築
	15市町村
	15市町村
	市町村目標の積み上げ

	
	ウ．主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所
	重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の確保
	
	3箇所
（1市、2圏域）
	各市町村１箇所以上
（圏域での設置も可）
	4～15箇所以上
	7箇所以上
（1市、4圏域）
	市町村目標の積み上げ
富山市１、中新川・滑川圏域１、
高岡圏域３、新川圏域１、砺波圏域１

	
	エ．主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所
	重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所の確保
	
	5箇所
（1市、2圏域）
	各市町村１箇所以上
（圏域での設置も可）
	4～15箇所以上
	6箇所以上
（1市、4圏域）
	市町村目標の積み上げ
富山市２、中新川・滑川圏域１、
高岡圏域１、新川圏域１、砺波圏域１

	
	オ．医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場
	保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等の協議の場の設置
	
	設置済
	県に設置
	１
	１
	国基本指針のとおり

	
	
	
	
	未設置
	圏域に設置
	4圏域
	4圏域
	市町村目標の積み上げ

	
	
	
	
	未設置
	各市町村に設置
（圏域での設置も可）
	15市町村
	15市町村
（7箇所）
	市町村目標の積み上げ
単独　富山市、高岡市、氷見市、射水市
圏域　新川圏域、中新川・滑川圏域、砺波圏域



２　活動指標（目標達成のための見込み量）

3

①　福祉施設からの一般就労等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 項　目
	考え方
	H28
実績
	目標値（H32）

	ア．就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一般就労への移行
	就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者のうち、一般就労への移行者数の見込み
	125人
	185人
(1.5倍)

	
イ．障害者に対する職業訓練の受講
	福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、職業訓練受講者数の見込み
	18人
	30人

	
ウ．福祉施設から公共職業安定所への誘導
	福祉施設から公共職業安定所へ誘導する福祉施設利用者数の見込み
	371人
	550人

	
エ．福祉施設から障害者就業・生活支援センター事業への誘導
	福祉施設から一般就労へ移行する者のうち障害者就業・生活支援センターへ誘導する福祉施設利用者数の見込み
	102人
	150人

	
オ．公共職業安定所における福祉施設利用者の支援
	福祉施設の利用者のうち、公共職業安定所の支援を受けて就職する者の数の見込み
	141人
	200人


②　発達障害者等に対する支援
	項　目
	H29
実績見込
	30年度
	31年度
	32年度

	ア．発達障害者支援地域協議会の開催
	４回
	４回
	４回
	４回

	イ．発達障害者支援センターによる相談支援
	2,500件
	2,500件
	2,500件
	2,500件

	ウ．発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言
	916件
	940件
	960件
	980件

	エ．発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民への研修、啓発
	812件
	835件
	860件
	885件



③医療的ケア児に対する支援の調整
	項　目
	H29
実績見込
	30年度
	31年度
	32年度

	ア．医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置（市町村）
	０人
	2人
	3人
	7人




３　指定障害福祉サービス等の見込み量（Ｈ３０～３２年度）
　地域移行の進展に伴い、障害者が身近な地域で選択し利用できる訪問系、日中活動系、居住系の在宅サービスの増加が引き続き見込まれる。また、これに伴い相談支援サービスの増加が見込まれる。
	　
	第４期計画（実績）
	第４期計画（計画値）
	第５期計画
	備　　　考

	
	H27
　
	H28
　
	H29見込
Ｂ
	H29
Ｃ
	進捗率
Ｂ／Ｃ
	H30
　
	H31
　
	H32
Ｄ
	伸び率
Ｄ／Ｂ
	

	①訪問系サービス（ホームヘルプ等）
	735人
	796人
	814人
	930人
	87.5%
	890人
	950人
	1,010人
	124.1%
	相談支援を通じた制度の周知等による潜在的需要の掘り起こし

	②日中活動系サービス（生活介護、就労支援等）
	5,499人
	5,784人
	5,892人
	6,518人
	90.4%
	6,096人
	6,317人
	6,537人
	110.9%
	地域移行の進展

	③日中活動系サービス（就労定着支援）
	―
	―
	―
	―
	―
	70人
	85人
	100人
	―
	（30年度新規開始サービス）

	④居住系サービス（グループホーム）
	737人
	763人
	800人
	872人
	91.7%
	830人
	870人
	900人
	112.5%
	地域移行の進展

	⑤居住系サービス（自立生活援助）
	―
	―
	―
	―
	―
	22人
	38人
	45人
	―
	（30年度新規開始サービス）

	⑥施設入所支援
	1,368人
	1,362人
	1,359人
	1,316人
	103.3%
	1,349人
	1,332人
	1,324人
	97.4%
	地域移行の進展、新規利用者の減

	⑦相談支援サービス
	1,344人
	1,629人
	1,203人
	1,341人
	89.7%
	1,492人
	1,595人
	1,690人
	140.5%
	サービス利用希望者の増

	⑧障害児通所支援サービス（児童発達支援、放課後等デイ等）
	1,239人
	1,390人
	1,619人
	1,567人
	103.3%
	1,790人
	1,935人
	2,080人
	128.5%
	サービス基盤整備の進捗による新規利用者の増（潜在的需要の掘り起こし）

	⑨障害児通所支援サービス（居宅訪問型児童発達支援）
	―
	―
	―
	―
	―
	8人
	12人
	18人
	―
	（30年度新規開始サービス）

	⑩障害児入所支援
	113人
	116人
	118人
	113人
	104.4%
	115人
	113人
	111人
	94.1%
	18歳未満人口の減少

	⑪障害児相談支援
	456人
	422人
	427人
	286人
	149.3%
	480人
	530人
	570人
	133.5%
	サービス利用希望者の増



４　入所施設の必要定員総数

　①障害者支援施設
地域における居住の場としてのグループホーム等の充実を図りつつ、障害者等の施設入所から地域生活への移行を進める一方で、障害者等の高齢化・重度化の進展に伴い入所施設の柔軟な受入体制も確保する必要があり、また、県外施設に入所している県内の障害者も考慮して、29年度の定員を維持する。

	　
	第４期計画
	第５期計画

	
	H27
	H28
Ａ
	H29
見込
	H29
（計画値）
	H30

	H31

	H32
Ｂ
	増減
Ｂ－Ａ

	定員※
	1,348人
	1,338人
	1,338人
	1,348人
	1,338人
	1,338人
	1,338人
	0人
	(0.0%)

	入所者数
	1,332人
	1,320人
	1,326人
	　
	　
	　
	　
	　


※療養介護除く



②障害児支援施設
障害児入所支援施設から障害福祉サービスへの円滑な移行など退所後の支援を進める一方で、重度化・重複化や多様化に伴い、柔軟な受け入れ体制を確保する必要があることから、29年度の定員を維持する。

	　
	　
	第４期計画
	第５期計画

	
	
	H27
	H28
Ａ
	H29
見込
	H29
（計画値）
	H30

	H31

	H32
Ｂ
	増減
Ｂ－Ａ

	福祉型
	定員
	100人
	100人
	100人
	　
	100人
	100人
	100人
	0人
	(0.0%)

	
	入所者数
	55人
	60人
	64人
	
	　
	　
	　
	

	医療型
	定員※
	313人
	327人
	327人
	　
	327人
	327人
	327人
	0人
	(0.0%)

	
	入所者数
	[bookmark: _GoBack]58人
	56人
	54人
	
	　
	　
	　
	

	計
	定員
	413人
	427人
	427人
	　
	427人
	427人
	427人
	0人
	(0.0%)

	
	入所者数
	113人
	116人
	118人
	
	　
	　
	　
	


　　　※療養介護（18歳以上）サービスの定員と兼用
